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事後交付型株式報酬に係る報酬制度導入に伴う報酬制度の改定について 
 
 
当社は、現行の譲渡制限付株式報酬制度を廃止し、事後交付型株式報酬制度（本制度）を導入するこ

とについて、承認を求める議案を 2024 年 6 月 25 日開催予定の当社第 20 期定時株主総会（以下、本株

主総会）に付議することを取締役会にて本日決議いたしましたのでお知らせ致します。 
なお、報酬制度の内、2022 年 6 月 22 日開催の当社第 18 期定時株主総会においてご承認をいただい

ております当社取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額（年額 17 億円以内（うち社外取締

役分は年額 1 億円以内。使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。））については、変更はございま

せん。 
 

記 
 
1．本制度導入の理由 
当社は、2019 年 6 月 21 日開催の第 15 期定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である

取締役及び社外取締役を除く。以下、「対象取締役」という。）を対象とした譲渡制限付き株式報酬制度

を導入し、2021 年 6 月 24 日開催の第 17 期定時株主総会において同制度を一部改定いたしました。 
この度、当社における役員報酬制度の見直しを行い、当社の取締役と株主の皆様との長期的利益をよ

り一層一致させること、及び当社の中長期的な企業価値向上を図るインセンティブを与えることを目

的として、対象取締役を対象とした現行の譲渡制限付株式報酬制度を廃止し、対象取締役に対して新

たに当社普通株式（以下、「当社株式」という。）を一定の期間後に割り当てる事後交付型株式報酬制

度（以下、「本制度」という。）を以下のとおり導入することとし、対象取締役の貢献度等諸般の事項

を総合的に勘案いたしまして、上記報酬額とは別枠として、対象取締役に対する本制度に関する報酬

等の総額及び株式数を、パフォーマンス・シェア（以下、「PSU」という。）については対象期間（以

下で定義する。）につき 36 億円以内、900,000 株以内とし、事後交付型リストリクテッド・ストック

（以下、「RSU」という。）については年額 3 億円以内、年 75,000 株以内と設定することといたしまし

た。 
本件は、PSU 及び RSU に関する報酬等として、本制度に関する報酬等の総額及び株式数の上限の範

囲内で当社株式又は当社株式と引換えにする払込みに充てるための金銭報酬債権を支給することにつ

きご承認をしていただくものであり、ご承認をいただいた範囲内で当社取締役会が本制度の具体的な内

容等を決定することになります。なお、当社取締役会が本制度の具体的な内容を決定する際には、独立

諮問委員会の答申を得ることといたします。 
また、本制度に基づく当社の株式等の交付は、当社における対象取締役の貢献度等諸般の事項を総合

的に勘案して決定するものとなっており、その内容は相当なものであると考えております。 
 
なお、本株主総会で本制度に関する議案が原案通り承認可決された場合、当社を除く一部の当社グル

ープ会社の取締役及び執行役員（以下、「グループ会社役員等」という）並びに当社の執行役員に対して
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も、本制度と同様の制度を導入することを予定しており、具体的な内容を決定する際には、独立諮問委

員会の答申を得た上で各社株主総会（ただし、株主総会の承認を得る必要がない場合には、各社取締役

会）の承認を得ることといたします。 
 
 
2．本制度の導入条件 

本制度の導入は、本株主総会において株主の皆様のご承認を得られることを条件といたします。 
 
 
3．本制度の概要 
本制度は、現行の譲渡制限付株式制度である、当社の取締役等としての勤続期間及び当社の中期経営

計画の業績目標の達成度に応じて譲渡制限を解除する株式の数が決定される「業績連動型譲渡制限付株

式」並びに一定期間継続して当社の取締役等を務めることを条件として譲渡制限を解除する株式の数が

決定される「勤務継続型譲渡制限付株式」を廃止し、それぞれ以下の内容の PSU 及び RSU で構成され

ます。 
 
(i) PSU は、当社の中期経営計画の対象期間に対応する複数事業年度（以下、「業績評価期間」という。）

における業績目標達成度や、業績評価期間終了後の最初の定時株主総会までの期間（以下、「対象期間」

という。）の勤続期間に応じて算定される数の当社株式及び金銭を、対象期間終了後に交付する類型の

株式報酬です。なお、本制度の導入後最初の業績評価期間は、2024 年 5 月 10 日に発表いたしましたセ

ガサミーグループ中期経営計画（以下、「本中期計画」という。）の対象期間である 2025 年 3 月末日に

終了する事業年度から 2027 年 3 月末日に終了する事業年度までの 3 事業年度の期間とします。 
 

(ii) RSU は、職務執行期間に係る報酬として、事前に定める数の当社株式及び金銭を、当社取締役会が

定める期間終了後に交付する類型の株式報酬です。 
 

PSU 及び RSU については、以下の【本制度において交付する株式数の算定方法等】に記載の算定方

法により、PSU においては対象期間終了後、RSU においては当社取締役会が定める期間終了後に、以

下のいずれかの方法にて、対象取締役に対して当社株式を交付することになります（注 1）。 
① PSU 及び RSU 相当分の当社株式を交付するため、金銭報酬債権を支給し、各対象取締役が当該

金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、当社株式の割当てを行う方法（以

下、「現物出資交付」という。） 
② PSU 及び RSU の数を定め、その発行又は処分に係る払込みを要せずに当社株式の割当てを行う

方法（以下、「無償交付」という。） 
 
なお、本中期計画期間を業績評価期間とする本制度における PSU 及び RSU の内訳は、以下の【本制

度において交付する株式数の算定方法等】に記載のとおりであります。（注 2）（注 3）。 
 
（注 1）ただし、対象期間中に対象取締役が死亡により退任した場合、当該対象取締役の相続人に対して、

当社株式の交付に代えて、当社取締役会が合理的に算定する額の金銭を、本制度に関する報酬等の総額の範

囲内で支給するものとします。また、対象期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社と

なる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合（た

だし、当該組織再編等の効力発生日が本制度に基づく株式交付の日より前に到来することが予定されている

ときに限る。）であって、かつ、当該組織再編等に伴い対象取締役が当社の取締役、執行役員及び使用人のい

ずれの地位からも退任又は退職することとなる場合には、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、当社株式

の交付に代えて、当社取締役会が合理的に算定する額の金銭を、本制度に関する報酬等の総額の範囲内で支

給するものとします。 
（注 2）当該株式数には、最終交付株式数のうち、「最終支給金銭」（以下に定義する。）として対象取締役

に付与される株式報酬を含みます。 
（注 3）ただし、当社の発行済株式総数が、株式の併合又は株式の分割（株式無償割当てを含む。以下、株

式の分割の記載につき同じ。）によって増減した場合は、その比率に応じて合理的に調整されます。 
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（1）本制度において交付する株式数の算定方法等 
 
① 現物出資交付の場合 

当社株式の割当てを受けるために各対象取締役に対して付与されることとなる金銭報酬債権の額

及び本制度に基づき最終的に支給する金銭（以下、「最終支給金銭」という。）の額は、本制度により対

象取締役に対して最終的に交付する株式数（以下、「最終交付株式数」という。）に、当該交付のための

株式の発行又は自己株式の処分を決定する当社取締役会の決議の日の前営業日における東京証券取引

所における当社株式の普通取引の終値（同日に取引が成立していない場合には、それに先立つ直近取

引日の終値を指す。以下、「当社株式終値」という。）を乗じることで算定されます。なお、本制度に基

づく報酬等として交付する当社株式及び最終支給金銭の割合は対象者の納税資金負担を考慮して、当

社取締役会で定めるものとします。 
また、上記金銭報酬債権及び最終支給金銭は、対象取締役が、当社株式の割当てを受けるために当

該金銭報酬債権の全額を現物出資することに同意していること及び下記 4.に定める内容を含む当社株

式の割当てに関する契約を当社と締結していることを条件として交付します。 
 
 

② 無償交付の場合 
当社株式の発行又は処分に係る払込みは要しませんが、最終交付株式数に当社株式終値を乗じて算

定される報酬等の額（最終支給金銭の額を含む。）が本議案でご承認をいただく本制度に関する報酬等

の総額の枠内となるようにします。なお、本制度に基づく報酬等として交付する当社株式及び最終支

給金銭割合は対象者の納税資金負担を考慮して、当社取締役会で定めるものとします。 
また、当社株式及び最終支給金銭は、対象取締役が、下記 4.に定める内容を含む当社株式の割当て

に関する契約を当社と締結していることを条件として交付します。 
 
 
対象取締役の最終交付株式数は、(i) 対象取締役の役位ごとに定められる株式報酬基準額（以下、

「役位別株式報酬基準額」という。）を対象期間開始後最初に開催される当社取締役会の決議の日の前

営業日における東京証券取引所における当社株式の普通取引の終値（同日に取引が成立していない場

合には、それに先立つ直近取引日の終値を指す。）を基礎として当社取締役会が決定する株価（以下、

「基準株価」という。）で除して算出される株式数（ただし、計算の結果 1 株未満の端数が生じる場合

には、これを切り捨てるものとする。以下、「基準交付株式数」という。）の 60%及び 20%相当分に、

それぞれ業績目標達成度（なお、業績目標達成度については、60%相当分につき財務指標、20％相当

分につき将来財務指標を用いるものとします。）、在任期間比率（注 4）及び役位調整比率（注 5）を乗

じた株式数（PSU 相当分）と、（ii）基準交付株式数の 20%相当分に在任期間比率及び役位調整比率を

乗じた株式数（RSU 相当分）を合計した株式数とし、交付する当社株式及び最終支給金銭の割合は対

象者の納税資金負担を考慮して、当社取締役会で定めるものとします（注 6）（注 7）。 
 
（注 4）在任期間比率について、対象期間中に新たに就任又は退任した対象取締役が存在する場合には、

当該対象取締役に付与される金銭報酬（債権）の額又は当社株式の数は、それぞれ在任月数に応じて調

整されることになります（具体的な調整方法は下記③参照）。ただし、対象期間の途中で正当な事由によ

り当社又は当社の子会社（持株比率 50%以上の子会社に限る。）の取締役、執行役員及び使用人のいずれ

の地位からも退任又は退職した対象取締役が存在する場合には、在任月数等に応じて当社取締役会が合

理的に定める金銭又は当社株式を、本制度に関する報酬等の総額の範囲内で当該対象取締役に交付しま

す。 
（注 5）役位調整比率として、対象期間中に役位変更があった場合、対象期間内の役位に対応した株式

を付与するように最終交付株式数を調整します（具体的な調整方法は下記④参照）。 
（注 6）いずれの最終交付株式数の計算においても、計算の結果 100 株未満の端数が生じる場合には、

これを切り捨てるものとします。 
（注 7）ただし、計算の結果として算出される株式数が上限を超える場合には、最終交付株式数は各上

限以内の株式数とします。また、当社の発行済株式総数が、株式の併合又は株式の分割によって増減し

た場合は、各対象取締役の最終交付株式数は、その比率に応じて合理的に調整されます。具体的には、

株式の併合又は株式の分割の場合、調整前の最終交付株式数に、併合・分割の比率を乗じることで、調
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整後の最終交付株式数を算出します。 
 
 
4. 対象取締役に対する金銭報酬の支給又は株式交付の条件 

対象取締役が、正当な理由なく当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任したこ

と及び一定の非違行為があったこと等、株式報酬制度としての趣旨を達成するために必要な権利喪失事

由（当社取締役会において定める。）に該当した場合には、対象取締役に対して本制度に基づいて金銭は

支給されず、当社株式も交付されません。 
 
 
（ご参考：本中期計画期間における方針） 
I. 配分の決定方針 

下記の金銭報酬債権及び割当株式数の範囲内において、本中期計画を達成した場合の 3 事業年度の

累計報酬における固定報酬、単年度業績連動賞与、事後交付型株式報酬の割合が概ね 1:1:1 となるよ

う、当社取締役会で決定します。また、本中期計画期間における PSU と RSU の割合は以下の通りで

す。 
(i) PSU（財務指標） (ii) PSU（将来財務指標） (iii) RSU 

60% 20% 20% 
 

II. 金銭報酬債権及び割当株式数の上限 
 対象人数  (i)及び(ii) 

PSU（注 10） 
(iii) RSU 

対象取締役 3 名 
（注 8） 

金銭報酬債権 36 億円以内 3.0 億円以内 
割当株式数 90 万株以内 7.5 万株以内 

当社執行役員 
グループ会社役員等 

62 名 
（注 9） 

金銭報酬債権 72 億円以内 6.0 億円以内 
割当株式数 180 万株以内 15.0 万株以内 

注 8：2024 年 5 月 10 日に発表いたしました取締役候補者が本株主総会において選任された場合の

人数となります。なお、株式会社セガまたはサミー株式会社の代表取締役社長執行役員を兼務する者

は対象取締役には含みません。 
注 9：2024 年 5 月 1 日時点の人数となります。 
注 10：PSU の金銭報酬債権の額及び割当株式数は本中期計画期間である 3 事業年度の総額となりま

す。 
 

III. 最終交付株式数の算定式（注 11） 
最終交付株式数＝ 
(i) 基準交付株式数(①)×60%×業績目標達成度(②：財務指標)×在任期間比率(③)×役位調整比率(④)  
+ (ii) 基準交付株式数(①)×20%×業績目標達成度(②：将来財務指標)×在任期間比率(③)×役位調整比

率(④)  
+ (iii) 基準交付株式数(①)×20%×在任期間比率(③)×役位調整比率(④)  

注 11：最終交付株式数の一部は、対象者の納税資金負担を考慮して金銭で支給するものとし、その割合

は当社取締役会で定めるものとします。 
 
①基準交付株式数 
基準交付株式数は以下の式により算出されます。 

基準交付株式数 ＝ 対象取締役の役位別株式報酬基準額（ア） 
基準株価（イ） 

 

（ア）対象取締役の役位別株式報酬基準額 
役位別株式報酬基準額は、当社取締役会において役位別に具体的な金額を定めるものとします。 
（イ）基準株価 
基準株価は、当社取締役会において定める合理的な方法により調整するものとします。 
 
②業績目標達成度 
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業績目標達成度は、各業績評価期間終了後に確定する数値を用いて、0%～200%の範囲で業績達成率に

応じて段階的に支給率を算出します。また本中期計画期間における対象取締役の業績評価においては、

財務指標である調整後 EBITDA 並びに将来財務指標である EMS、マルチカルチャー人財（以下、「MS
人財」という。）及び女性管理職比率を用いることとします。 
なお、本中期計画における 3事業年度平均のグループ連結 ROE が 8%未満の場合には、対象取締役及び

当社執行役員に対する PSUとしての金銭報酬は支給されず、また、当社株式も交付されません。 
 
（当社の対象取締役及び執行役員における業績指標及び目標値） 

 

※グループ会社役員等における業績指標及び目標値については、各社の中期経営計画に基づき別途設定

をしております。また、対象会社ごとに基準 ROICを設定し、その基準を下回る場合には対象会社の取締

役及び執行役員に対する PSUとしての金銭報酬は支給されず、また、当社株式も交付されません。 

 

（財務指標における支給率の設定） 

 
③在任期間比率 
在任期間に応じて付与する株式数を按分するため、以下の式により算出されます。なお、月の途中で新

たに就任又は退任した場合には 1 月在任したものとみなして計算します。 

在任期間比率 ＝ 対象期間中に在任した合計月数 
対象期間の合計月数 

 

 
③ 役位調整比率 

役位変更があった場合にその役位に対応した株式数を付与するように付与株式数を調整するため、以下

の式により算出されます。なお、月の途中で役位変更があった場合には新しい役位に 1 ヵ月在任したも

のとみなして計算します。 

役位調整比率 ＝ 
当初役位の役位別株式報酬基準額×当初役位在任月数 

+変更後役位の役位別株式報酬基準額×変更後役位在任月数 
当初役位の役位別株式報酬基準額×対象期間中に在任した合計月数 

 

 
 

以 上 

基準
支給率0% ~ 支給率100% ~ 支給率200% ウエイト

財務 調整後EBITDA
(3事業年度累計)

1,840億円未満 ~ 2,300億円以上 ~ 3,220億円以上 100%

将来財務 EMS
(2027年3月期末)

52.0(BB)未満 ~ 58.0(A)以上 ~ 67.0(AAA)以上 50%

MC人財
(2027年3月期末)

720名未満 ~ 900名以上 ~ 1,260名以上 30%

女性管理職比率
(2027年3月期末)

6.4%未満 ~ 8.0%以上 ~ 11.2%以上 20%


